
精神保健福祉士の養成の在り方等
に関する検討について

第１回精神保健福祉士の養成の在り方等に関する検討会

平成３０年１２月１８日 資料３



第１回 第２回 第３回 第４回 第５回 第６回 第７回 第８回 第９回 第10回 第11回 第12回 第13回 第14回 第15回 第16回 第17回 第18回 第19回 第20回

合 計

（10年度） （11年度） （12年度） （13年度） （14年度） （15年度） （16年度） （17年度） （18年度） (19年度) (20年度) （21年度） （22年度） （23年度） （24年度） （25年度） （26年度） （27年度） (28年度) （29年度）

受験者数
（人）

4,866 3,535 4,282 5,480 9,039 5,831 6,711 7,289 7,434 7,375 7,186 7,085 7,233 7,770 7,144 7,119 7,183 7,173 7,174 6,992 133,901

合格者数
（人）

4,338 2,586 2,704 3,415 5,799 3,589 4,111 4,470 4,482 4,456 4,434 4,488 4,219 4,865 4,062 4,149 4,402 4,417 4,446 4,399 83,831

合格率
（％）

89.1 73.2 63.1 62.3 64.2 61.6 61.3 61.3 60.3 60.4 61.7 63.3 58.3 62.6 56.9 58.3 61.3 61.6 62.0 62.9 ―

登録者数
（人）

－ 4,169 2,486 2,677 3,334 5,655 3,590 4,039 4,376 4,442 4,363 6,871 3,543 5,850 3,387 4,114 5,017 3,479 4,831 4,696 ―

精神保健福祉士とは

精神保健福祉士は、精神保健福祉士法（平成９年法律第１３１号）に基づく名称独占の資

格であり、精神保健福祉士の名称を用いて、専門的知識及び技術をもって、精神科病院そ
の他の医療施設において精神障害の医療を受け、又は精神障害者の社会復帰の促進を図
ることを目的とする施設を利用している者の社会復帰に関する相談に応じ、助言、指導、日
常生活への適応のために必要な訓練その他の援助を行うことを業とする者を言う。

精神保健福祉士試験の受験・合格状況、登録状況
資格者の登録状況

８０，８９１人（平成３０年３月末現在）

精神保健福祉士制度について
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精 神 保 健 福 祉 士 資 格 （登録）

精 神 保 健 福 祉 士 試 験

４年

保健福祉
系大学等

３年

２年

実務
１年

４年 ４年

一般系
短大等

一般系
短大等

一般系
大学等

実務
２年

実務
１年

３年

２年

一般養成施設等（１年）

福祉系
短大等

福祉系
短大等３年
２年

実務
２年

実務
１年 社 会

福祉士

短期養成施設等（６ヶ月）

指定科目
履 修

指定科目
履 修

７条１号 ４号 ７号

指定科目
履 修

実務
５年

福祉系
大学等

基礎科目
履 修

基礎科目
履 修

基礎科目
履 修

附則２条２号 ５号 ８号 １１号

講習会

３号

実務
４年

９号 １０号６号

（一部科目免除）

実務
２年

実務
１年

平成１５年３
月３１日まで

保健福祉
系短大等

保健福祉
系短大等

精神保健福祉士の資格取得方法
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１１，１９２人

１３，４４６人

○病院 ９，５５７人

精神科病院 ６，８３９人（１施設あたり６．３人）

一般病院 ２，７１８人（１施設あたり０．４人）

○一般診療所 １，６３５人

出典： 病院：平成２８年病院報告（平成２８年１０月１日現在）※常勤換算

一般診療所：平成２６年医療施設調査（平成２６年１０月現在） ※常勤換算

○障害福祉サービス等事業所 １２，３３０人 ○障害者支援施設等 ９３０人

療養介護事業 ５７人 障害者支援施設 ６０人

生活介護事業 ６２３人 地域活動支援センター ８６８人

短期入所事業 ７４３人 福祉ホーム ２人

共同生活介護・援助事業 １，５４７人

自立訓練事業 ６４２人 ○その他の社会福祉施設等 １８６人

就労移行支援事業 ８８４人

就労継続支援事業 ２，４３０人

その他 ５，４０４人
出典：平成２８年社会福祉施設等調査（平成２８年１０月現在）（障害福祉サービス当事業所は除く）

※障害福祉サービス等事業所は常勤の実数、その他は常勤換算

○精神保健福祉センター １８０人（資格の再掲）

出典：平成２９年度衛生行政報告例（平成２９年度末現在） ※常勤の実数

○保健所 ６４８人（資格の再掲）

出典：平成２８年度地域保健・健康増進事業報告 （平成２８年度末現在） ※常勤の実数

○市町村 ５１７人（資格の再掲）
出典：平成２８年度地域保健・健康増進事業報告 （平成２８年度末現在） ※常勤の実数

○保護観察所（社会復帰調整官） ２０７人 出典：法務省（平成３０年４月１日現在）
※実数（採用時に把握している精神保健福祉士の資格取得者数）

１，５５２人
※資格の再掲を含む

医療

福祉

保健等

精神保健福祉士の配置状況
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4

現行の精神保健福祉士のカリキュラム（平成24年4月～）

社
会
福
祉
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目
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参考：現行の社会福祉士のカリキュラム（平成21年4月～）
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参考：前回改正前の社会福祉士の旧カリキュラム
（～平成21年3月）
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「精神保健福祉士の養成課程における教育内容等の見直し」
概要（前回の見直しの概要）①
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１．今後の精神保健福祉士に求められる役割
①医療機関等におけるチームの一員として、治療中の精神障害者に対する相談援助を行う役割

②長期在院患者を中心とした精神障害者の地域移行を支援する役割

③精神障害者が地域で安心して暮らせるよう相談に応じ、必要なサービスの利用を支援するなど、

地域生活の維持・継続を支援し、生活の質を高める役割

④関連分野における精神保健福祉の多様化する課題に対し、相談援助を行う役割

２．今後の精神保健福祉士に必要とされる知識及び技術
①医療機関等における専門治療の特徴を踏まえ、関係職種と連携・協働する専門的知識及び技術

②地域移行の重要性、地域移行を促進するための家族調整や住居確保など、地域移行に係わる

専門的知識及び技術

③包括的な相談援助を行うための、地域における医療・福祉サービスの利用調整

④就職に向けた相談・求職活動等に関する専門的知識及び技術

⑤ケアマネジメント、コンサルテーション、チームアプローチ、ネットワーキング等の関連援助技術

⑥行政、労働、司法、教育分野での精神保健に関する相談援助活動

⑦各々の疾患及びライフサイクルに伴う生活上の課題



「精神保健福祉士の養成課程における教育内容等の見直し」
概要（前回の見直しの概要）②
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３．教育カリキュラムの見直し
○精神保健福祉士に特化する知識と技術の科目群（以下の③）を加える。

精神保健福祉士に必要とされる科目の明確化を行い、教育すべき内容を網羅する。

①「人・社会・生活と福祉の理解に関する知識と方法」

②「総合的かつ包括的な相談援助の理念と方法に関する知識と技術」

③「医療と協働・連携する相談援助の理念と方法に関する知識と技術」

④「地域福祉の基盤整備と開発に関する知識と技術」

⑤「サービスに関する知識」

⑥「実習・演習」



共通科目の設定とその考え方（案）
（※現行のカリキュラムにおける考え方を元に整理）

○ 社会福祉士との試験科目及び指定科目（養成課程上の科目）において共通した科目。

○ 社会福祉士有資格者（又は、精神保健福祉士有資格者）については、精神保健福祉士

（又は、社会福祉士）国家試験において、その申請により精神保健福祉士（又は、社会福

祉士）との共通科目の試験が免除される。

○ 社会福祉士及び精神保健福祉士は、その目的等が異なることなどから別法によって資

格を定めているが、両資格共に、ソーシャルワーク技法を用いて相談援助を行うことや

社会福祉制度等に関する基礎的な知識を必要とすることなど、その専門性において共通

の基盤を有する。

○ このようなことから、両資格を取り巻く環境の変化に違いはあるものの、可能な範囲で

共通科目を設定し、試験及び履修の免除を認めることで、両資格の取得の促進を図るこ

とや知識・技能に係る水準の同一性を担保する必要があり、精神保健福祉士の教育内

容の見直しにあたっては一定の共通科目の仕組みを維持することが妥当であると考えら

れる。
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検討事項における具体的な内容（案）

１）精神保健福祉士の役割（精神保健福祉士に求められる役割）について

○ 取り巻く環境や精神保健福祉施策の動向等を踏まえた課題と求められる役割

○ 精神保健福祉士の現状（配置状況等）と求められる役割、業務の対象や内容、職域や行動特性

○ 多職種連携の在り方と求められる役割 など

２）教育カリキュラム（精神保健福祉士の養成の在り方）について

○ 求められる役割を踏まえた養成課程における教育内容の在り方、専門科目の在り方

○ 社会福祉士との共通科目や科目の読み替えの在り方

○ 保健福祉系大学等における指定科目及び基礎科目の範囲

○ 一般養成施設の教育カリキュラムの編成（科目・時間数）

○ 短期養成施設の教育カリキュラムの編成（科目・時間数）

○ 各科目の教育目標及び教育内容とその示し方 など

３）実習の在り方（演習・実習及び教員等の在り方）について

○ 演習・実習の目標、教育内容及び時間数

○ 教員及び実習指導者の要件、各講習会の在り方

○ 実習施設の基準 など

４）卒後教育・継続教育（基礎教育と卒後教育の役割及び継続教育の在り方）について

○ 求められる役割等を踏まえた、基礎教育と卒後教育の在り方

○ 継続教育（自己研鑽）及び職能団体等による研修等の在り方 など

５）その他

○ 養成施設等について

○ 国家試験について

○ 実務経験について など 10



社会福祉士の養成課程における
教育内容等の見直し作業

周知期間
（１年以上）

検討後の主なスケジュール（イメージ）

精神保健福祉士の養成の在り方等
に関する検討会ワーキンググループ

精神保健福祉士の養成の在り方等
に関する検討会
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○社会福祉士においても、福祉人材確保専門委員
会が取りまとめた報告書（平成30年３月16日）
を踏まえて、精神保健福祉士との現行の共通科目
も含めた養成課程における教育内容等の見直しに
ついて検討される予定である。



参考：平成30年度障害者総合福祉推進事業

「精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築及び地域共生社会の実現に向け
た精神保健福祉士の役割の明確化と養成・人材育成の在り方等に関する調査」

【事業概要】 『平成30年度障害者総合福祉推進事業公募要項』より一部抜粋・改変

精神保健福祉士が専門性を発揮し、「精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築」及び「地域共生社会の実現」に向けて貢

献できるよう、その役割を明確化するとともに、身につけるべき知識や技能などについて明確化し、養成課程、卒後教育及び継続教

育のそれぞれの養成・人材育成の在り方等について調査・検討を行う。

【背景】

○現在、精神保健福祉士を取り巻く状況として、前回のカリキュラム改正（平成24年４月１日施行）以降、①平成25年の精神保健福

祉法の改正に伴う退院後生活環境相談員の創設、②精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築の推進、③精神障害者

の雇用の義務化、④アルコール健康障害対策基本法（平成26年6月）及びギャンブル等依存症対策基本法（平成30年10月）の施

行等に伴う専門人材の育成・確保の必要性などにより、精神保健福祉士に対する社会的役割や期待がますます高まっている。

○今後、精神保健福祉士の役割やカリキュラムの見直し等のため、精神保健福祉士の養成の在り方等に関する検討会が設置され

る予定であるが、同検討会の基礎資料等に用い、精神保健福祉士の資質向上や人材育成のために活用する。

【対象】

○精神保健福祉士養成施設 ○実習受入施設 ○各種就労先 ○他職種の関係職能団体 等

【内容】

（１）各養成における課題（大学、一般養成、短期養成等） （２）実習における課題（養成施設及び受入施設）

（３）精神保健福祉士の就労状況と業務内容 （４）精神保健福祉士に求められる役割（身につけるべき知識と技能）

（５）養成課程と卒後教育の在り方 （６）多職種が期待する精神保健福祉士との連携

※なお、当該事業において【求める成果物の活用方法】として、「精神保健福祉士の養成の在り方等に関する検討会」の検討材料として活用する

ことを挙げている。また、公募により事業実施者として公益社団法人日本精神保健福祉士協会が採択されている。
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